
市
民
連
合
共
同
代
表
の
ひ
と
り
、

佐
々
木
寛
新
潟
国
際
情
報
大
学
教
授

は
、
「
不
安
と
不
信
の
世
界
か
ら
政

治
を
取
り
戻
す
た
め
に
、
私
た
ち
市

民
自
身
に
よ
る
信
じ
ら
れ
る
未
来
の

構
想
が
必
要
」
と
集
会
を
ま
と
め
た
。

衆
院
選
で
３
分
の
２
超
の
自
民
党

議
席
獲
得
は
、
小
選
挙
区
に
よ
る
選

挙
制
度
の
ゆ
が
み
そ
の
も
の
。
全
有

権
者
に
対
す
る
絶
対
得
票
率
は
約
27

％
に
過
ぎ
な
い
。
立
憲
勢
力
が
ば
ら

ば
ら
に
な
っ
た
こ
と
も
そ
の
一
因
だ
。

こ
れ
で
「
国
論
を
二
分
す
る
政
策
」

を
強
行
さ
れ
て
は
た
ま
ら
な
い
。
特

に
憲
法
は
ほ
と
ん
ど
の
国
民
の
合
意

が
な
け
れ
ば
変
え
て
は
な
ら
な
い
、

国
の
基
本
法
だ
。

そ
の
憲
法
の
９
条
に
自
衛
隊
を
位

置
付
け
る
こ
と
は
、
自
衛
隊
は
堂
々

と
世
界
の
戦
争
に
駆
り
出
さ
れ
、
戦

後
日
本
が
培
っ
て
き
た
平
和
国
家
と

し
て
の
評
価
は
地
に
落
ち
る
。

「
３
・
５
％
の
人
が
本
気
に
な
れ
ば

社
会
は
変
え
ら
れ
る
」
（
エ
リ
カ
・

チ
ェ
ノ
ウ
ェ
ス
ハ
ー
バ
ー
ド
大
学
教

授
の
「
３
・
５
％
の
法
則
」
）
。
次

へ
の
努
力
が
欠
か
せ
な
い
。

党
首
、
石
垣
の
り
こ
立
憲
民
主
参
議

院
議
員
と
と
も
に
あ
い
さ
つ
し
た
。

高
良
沙
哉
沖
縄
の
風
幹
事
長
は
メ
ッ

セ
ー
ジ
を
寄
せ
た
。

１
０
０
０
人
が
駅
前
広
場
を
埋
め
、

発
言
に
「
そ
う
だ
」
と
応
え
る
声
が

響
く
中
、
菱
山
南
帆
子
市
民
連
合
共

同
代
表
は
、
「
高
市
首
相
な
ど
一
部

の
政
治
家
が
市
民
を
無
視
し
た
あ
げ

く
焼
け
野
原
に
し
、
戦
争
と
独
裁
の

危
機
に
私
た
ち
を
放
置
し
た
こ
と
は

絶
対
に
許
せ
な
い
」
と
訴
え
、
韓
国

の
「
光
の
革
命
」
デ
モ
に
参
加
し
た

経
験
を
踏
ま
え
て
、
「
私
た
ち
民
衆

あ
っ
て
の
政
治
家
だ
と
い
う
こ
と
を

忘
れ
る
な
」
と
ア
ピ
ー
ル
し
た
。

岡
﨑
宏
美
委
員
長
は
「
日
本
を
も
っ

と
豊
か
に
す
る
と
い
う
の
な
ら
、

ま
ず
手
を
つ
け
る
べ
き
は
、
働
く
人

は
み
ん
な
当
た
り
前
に
正
規
の
労
働

者
に
す
る
こ
と
だ
。
誰
も
が
当
た
り

前
に
生
活
で
き
る
賃
金
を
、
非
正
規

だ
、
正
規
だ
と
言
わ
ず
に
、
賃
金
を

全
部
揃
え
ろ
」
と
訴
え
た
。

選
挙
結
果
を
引
き
ず
ら
な
い
。
高

市
独
裁
を
許
さ
な
い
た
め
に
、
す
ぐ

に
行
動
し
声
を
挙
げ
よ
う
と
、
２
月

22
日
に
市
民
連
合
が
「
信
じ
ら
れ
る

未
来
へ

希
望
の
新
し
い
選
択
肢

２
・

22
市
民
と
野
党
の
共
同
ア
ク
シ
ョ
ン
」

を
東
京
・
有
楽
町
で
１
０
０
０
人
を

集
め
て
開
い
た
。

市
民
連
合
の
共
同
ア
ク
シ
ョ
ン
に

は
新
社
会
党
が
初
め
て
招
か
れ
、
岡

﨑
宏
美
委
員
長
が
参
加
。
田
村
智
子

共
産
党
委
員
長
、
福
島
瑞
穂
社
民
党
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声
を
挙
げ
続
け
る
大
切
さ

市
民
に
よ
る
未
来
の
構
想

民
衆
あ
っ
て
の
政
治
家

高市首相のフリーハンド許さない
自民党絶対得票率はたったの27％

市
民
連
合
と
立
憲
政
党
党
首
な
ど
が
共
同

ア
ク
シ
ョ
ン＝

２
月
22
日
東
京
都
内



年
と
24
年
で
、
原
発
は
１
２
３
か
ら
１
８

２
へ
と
上
が
り
続
け
、
風
力
は
１
３
５
か

ら
50
へ
、
大
規
模
太
陽
光
は
３
５
９
か
ら

61
へ
激
減
し
て
い
る
。

２
０
２
４
年
１
月
１
日
、
石
川
県
能
登

半
島
で
大
地
震
が
起
こ
っ
た
。
最
大
震
度

６
を
示
し
た
志
賀
町
に
は
休
止
し
て
い
た

北
陸
電
力
志
賀
原
発
が
あ
り
、
震
源
地
の

珠
洲
市
に
は
原
発
設
置
計
画
が
あ
っ
た
が
、

住
民
の
粘
り
強
い
運
動
で
建
設
で
き
な
か
っ

た
。
稼
働
し
て
い
れ
ば
福
島
事
故
以
上
の

被
害
に
な
っ
た
可
能
性
が
あ
っ
た
。
こ
の

地
震
で
幹
線
道
路
も
含
め
て
寸
断
さ
れ
、

港
湾
も
使
用
不
可
と
な
り
、
と
て
も
避
難

で
き
る
状
況
で
は
な
か
っ
た
。

し
か
し
、
原
発
利
権
に
絡
む
政
官
財
学

の
原
子
力
ム
ラ
は
自
重
す
ら
し
な
い
。
関

西
電
力
は
運
転
開
始
40
年
を
超
え
た
美
浜

３
号
機
の
リ
プ
レ
ー
ス
の
た
め
に
25
年
７

月
、
福
島
事
故
後
中
止
し
て
い
た
現
地
調

査
を
再
開
。

そ
し
て
東
京
電
力
は
今
年
に
な
っ
て
柏

﨑
刈
羽
原
発
６
号
機
を
再
稼
働
し
た
。
再

稼
働
に
対
し
て
県
民
の
信
を
問
う
と
公
約

し
て
い
た
新
潟
県
知
事
が
、
公
約
を
翻
し

て
県
議
会
に
諮
る
だ
け
で
ゴ
ー
サ
イ
ン
を

出
し
て
し
ま
っ
た
。

こ
れ
に
ひ
る
ま
ず
原
発
廃
止
、
再
エ
ネ

へ
の
全
面
転
換
目
ざ
す
運
動
を
強
め
よ
う
。

そ
れ
ま
で
「
原
子
力
発
電
を
で
き
る
限
り

低
減
す
る
」
と
し
て
き
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
基

本
計
画
を
転
換
、
「
建
て
替
え
（
リ
プ
レ
ー

ス
）
」
も
含
め
、
「
原
子
力
も
最
大
限
活

用
す
る
」
こ
と
を
明
記
し
た
。

政
府
は
こ
れ
に
先
立
っ
て
23
年
５
月
、

地
球
温
暖
化
対
策
を
名
目
に
、
Ｇ
Ｘ
（
グ

リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
）

脱
炭
素
電
源
法
を
成
立
さ
せ
た
。
そ
こ
に

は
福
島
原
発
事
故
は
な
か
っ
た
か
の
よ
う

に
、
許
認
可
期
限
を
超
え
る
運
転
期
間
の

延
長
や
、
新
設
・
更
新
の
た
め
の
支
援
制

度
導
入
、
次
世
代
革
新
炉
の
研
究
開
発
な

ど
を
明
記
し
た
。
+

日
本
は
地
球
温
暖
化
に
対
す
る
パ
リ
協

定
に
基
づ
い
て
、
２
０
３
０
年
度
に
温
室

効
果
ガ
ス
を
２
０
１
３
年
度
比
で
46
％
削

減
し
、
「
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
」
を
目
指
し
て
い
る
。
原
発
新
設

に
は
少
な
く
と
も
20
年
は
か
か
り
、
こ
れ

に
は
間
に
合
わ
な
い
。

そ
の
上
、
24
年
発
表
の
経
産
省
デ
ー
タ

で
、
原
発
の
発
電
コ
ス
ト
は
風
力
や
太
陽

光
に
負
け
て
い
る
。
だ
か
ら
政
府
は
原
発

支
援
策
を
打
ち
出
す
。
民
主
党
政
権
時
に

内
閣
府
原
子
力
委
員
会
委
員
長
代
理
を
務

め
た
鈴
木
達
治
郎
・
長
崎
大
学
客
員
教
授

が
引
用
し
た
コ
ス
ト
比
較
で
は
２
０
０
９

２
０
１
１
年
３
月
11
日
に
起
き
た
東

日
本
大
震
災
は
大
津
波
被
害
と
、
福
島

第
１
原
発
事
故
に
よ
る
広
範
な
放
射
能

汚
染
。
日
本
が
終
わ
っ
た
の
で
は
な
い

か
と
の
不
安
が
東
北
を
中
心
に
覆
っ
た
。

緊
急
時
迅
速
放
射
能
影
響
予
測
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
（S

P
E
E
D
I

）
が
公

開
さ
れ
な
い
中
、
す
ぐ
に
帰
れ
る
と
着

の
身
着
の
ま
ま
で
避
難
し
た
人
た
ち
は

そ
の
後
、
故
郷
を
、
生
業
を
奪
わ
れ
、

な

り

わ

い

住
宅
支
援
は
自
主
避
難
者
か
ら
打
ち
切

ら
れ
た
。
被
災
者
に
対
し
、
国
も
東
京

電
力
も
未
だ
に
謝
罪
も
せ
ず
、
充
分
な

補
償
も
し
て
い
な
い
。

こ
の
よ
う
な
事
態
を
引
き
起
こ
し
た

国
や
東
京
電
力
の
責
任
を
問
う
裁
判
は
、

最
高
裁
が
そ
の
責
任
を
否
定
し
た
。

そ
し
て
、
つ
い
に
政
府
は
25
年
２
月
、

週刊新社会を

読みませんか
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福島原発

事故15年

原
子
力
政
策
全
面
転
換

危
険
で
割
高
な
原
発

再
エ
ネ
転
換
推
進
を

すべての原発廃炉！


